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高齢化社会における所得税制のあり方
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図4-13-2パターンＣの場合
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(注）グラフはすべて縦軸に夫婦合計所得税額（円）を横軸に収入構成をとっている。
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図4-14夫婦ともに年金収入がない場合の所得税額格差
（60歳から６５歳未満の世代）
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図4-15夫婦ともに年金収入がない場合の所得税額格差
（65歳から７０歳未満の世代）
（円）
180,000 
160,000 
140,000 
120,000 
100,000 
80,000 
60,000 
40,000 
20,000 
０ 
DO1ＤＯ２ＤＯ３ＤＯ４ＤＯ５ＤＯ６ＤＯ７ＤＯ８ＤＯ９ 
収入構成パターン
一卜共同申告一ロー分離申告一一現行所得税
とが１つの手段となる。すなわち，現行制度のように年金と給与にそれぞ
れ別の所得控除を認めるのではなく，すべての収入を夫婦ともに合算して
から人的控除を適用する方法をとるのである。それならば，同じ所得階層
にある者は必ず収入総計が等しくなるため，所得控除も設定しやすくなり，
さらに単一の税率表を適用すれば完全に水平的公平性を保つことができる。
単一税率表の設定は，現在の平均的な負担率を基準にして算定することで，
現行制度からの移行も容易になる。その意味で，これまでの税制上の歪み
も大幅に改善されるであろう。
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しかしここで改善される点は，高齢者の世代間ないし世代内の不公平是
正に限らない点を強調しておかなければならない。婦人の年金権という問
題に関しても，次の２点について改善されるからである。すなわち，第一
は共働きの場合，第二は主婦の場合において，年金課税上の不利が同時に
克服されるという点である。
実際に，現状では，女性においては２つの年金受給形態が考えられる。
１つは，第３号被保険者で，いわゆるサラリーマンの妻である。現行制度
の下では，第３号被保険者は，保険料を支払わなくとも基礎年金部分が保
障される仕組みになっている。いま１つは，夫婦ともに働いている場合の
女`性である。女』性が就業している場合，例えば本人がサラリーマンである
とすれば，第１号の被保険者となり保険料を所得に応じて納めなければな
らない。両者を比較すると，明らかに夫婦とも働き世帯の方が不利に扱わ
れることになる。これまで制度上では第１号，第３号どちらの年金所得も
課税対象として含まれてきたが，個人ベースでみると年金所得の課税最低
限が高いため，実際に第３号被保険者は無拠出であるにもかかわらず，非
課税となる者も少なくなかった。この二分二乗法で夫婦の所得を合算する
方法をとることによって，第３号被保険者についても課税ベースの枠内に
含まれることから，両者とも出口においては，これまでよりも平等に扱わ
れることになる。それは，結局，夫婦共働きの家族形態に対して税負担の
是正をもたらすことになるからである。
第二に，妻の基礎年金部分は金額が低いため，現行では個人を単位とし
て所得を捉えることから，ほとんどが課税最低限以内に収まっていた。こ
れは妻に対する年金所得控除つまり課税最低限が高く効力がないに等しく
なる。しかし，合算課税することにより，夫の所得部分を計算上は妻に移
すことも可能となり，夫婦ともに課税最低限が最高限度まで適用されるこ
とになる。このことは，専業主婦の労働に対し正当な評価を与えることを
意味する。このように共働きに対してもまた専業主婦に対しても，男`性と
平等に年金権を保障することによって夫婦単位でみた課税上のアンバラン
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スも解消される。この意味で，二分二乗法を高齢者の所得に対して適用す
ることは意義深いと考えられる(8)。
（７）アメリカの個人所得税は，以下のような算定方法となっている。
まず総所得一事業経費控除＝調整所得を算出する。さらに事業外経費の選
択の有無により，選択しない場合は概算を計算，選択する場合は控除を行う。
次に，人的控除を引いて，課税所得を出す。課税所得に対し，税率を掛けて
さらに税額控除を引いて最終納付額が算出される。控除に関しては１．事業
経費，２事業外経費（医療や借入利子など)，などがある。また他の先進国
における個人所得税の仕組みについて書いたものに尾崎護（1993）「Ｇ７の税
制』ダイヤモンド社がある。さらに広範囲にわたり個人所得税額算定方法に
ついて記したものに監査法人トーマツ編（1997）『ＥＵ加盟国の税法』中央
経済社がある。
（８）女性に対する税制に関しては，八代尚宏（1995）「働く女Ｉ性の増加と税・
社会保険制度｣，辻山栄子（1995）「家事労働の評価一家族をめぐる課税のあ
り方｣，神野直彦（1995）「年金・社会保険・賃金制度｣，水野忠恒（1995）
「配偶者控除と配偶者特別控除制度の意義と問題点」を参考にした。（すべて
財団法人２１世紀職業財団（1995）『女性の能力発揮促進のための税制のあり
方研究会報告書』に所収)。他に，大田弘子（1994）「女性の変化と税制」野
口悠紀雄編『税制改革の新設計』日本経済新聞社がある。
おわりに
これまで従来の「高齢者」＝「年金所得者｣，「現役世代」＝「給与所得者」
という図式的理解に基づいた既存の理論を批判的に検討してきた。具体的
には，高齢者の所得実態に基づいた税負担格差の発生という観点から，現
行所得税制の問題を分析した結果，以下のようなことが明らかになった。
第一に，高齢者の就業と年金収入の実態を見る限り，高齢者の就業比率
は高く，またそれは６５歳を境界に分けられることがわかった。就業比率
の割合からいうと，年金収入の少ない者ほど就業比率が高い一方で，年金
のみで生活している者も少数であった。また高山氏のいう「高額年金所得
者軽課論」は高齢者の所得実態から見ると，ごく少数に限定された議論で
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あることもわかった。
特に高山氏のいう「高額年金所得者軽課論」は，事実上，個人が長期に
わたって合理的に労働供給を調整しつつ十分な年金収入を得ることができ
るという仮定のもとに，主張されている。しかし，個人単位で見ても，高
額な年金収入を得ている者は１０数％と少なく，さらに男子と比較すれば，
女子ではきわめて少数である。こうした実態を踏まえると，高山氏が形式
上の計算で割り出した「合理的」年金受給者数はごくわずかである。また
高山氏の設定している給与所得のみの世帯と，年金十勤労の世帯という単
純な比較からは，様々な所得構成を持つ者や，年金を受給していない者な
どが分析の対象から抜け落ちてしまう。高齢者の実態に本質的に迫るには，
従来の年金所得者か給与所得者かという二分法で考えるだけでは十分では
なく，様々な所得構成を前提として実際の所得税額を算定することが重要
である。
第二に，単身世帯である個人で見た場合と，夫婦である世帯で見た場合
のそれぞれにおいて，所得構成によって税負担に格差が生じている点を指
摘しておかなければならない。また同じ所得階層に属するにもかかわらず，
60歳から６５歳未満の世代と６５歳から７０歳未満の世代の間に税負担上の
格差があり，大きな不公平が生じている点も同様である。特に，６０歳か
ら６５歳未満の世代は，６５歳に年金支給開始年齢が引き上げられる一方で，
60歳定年制が実態であり，狭間におかれている世代である。事実，平成６
年の年金改正によって60歳から６５歳未満の世代は年金所得と勤労所得の
両方の組み合わせによって生活するものと位置づけられているが，実際に
はこうした税制上の歪みによって，６０歳から６５歳未満の世代は不利に扱
われているのである。
第三に，高山氏の「高額年金受給者軽課論」に限らず，これまでの年金
課税に対する議論では，年金所得者の方が，給与所得者よりも課税最低限
が高く設定されているために，課税上有利に扱われているという単純な主
張が支配的であった。しかし本稿の分析から明らかなように，実際の所得
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税額負担から見ると，こうした主張は必らずしも妥当,性を持っていない。
確かに個人を課税単位として形式上の計算をすると年金所得軽課論が導き
出されるが，それは実態とは乖離している。なぜなら現実における高齢者
の所得構成は，形式上の税負担の計算式がそのまま当てはまる程，単純で
はないからである。実際に，高齢者の所得及びその内訳は様々であり，か
つ，同じ所得水準であっても，その収入構成によって税負担額が違ってい
る。
こうした実態は，税体系の建前と現実との乖離を示している。とりわけ，
同じ所得階層内部において，年金収入と給与収入の組み合わせのあり方次
第で，所得税負担が異なるという実態は，いかなる所得源泉であれ，同じ
所得は等しく扱われなければならないという水平的公平の原則を満たして
いない。また，所得水準が低い者ほど，そしてそのうちでも，年金収入が
低く，勤労収入に依存せねばならない者ほど税負担率が高いという実態は
垂直的公平の原則も満たしていない。このような実態から，高山氏らによっ
て指摘されてきた「高額年金所得者軽課論」が妥当していないだけではな
く，高齢者に対する所得課税問題の本質が，別のところにあることを示し
ている。
以上を踏まえ，本稿では改善策を検討するに際して，次の点を考慮して
きた。第一は，６０歳から６５歳未満の世代と６５歳から７０歳未満の世代に
おける税負担格差の是正である。前述したように，平成６年度の年金改正
によって，６０歳から６５歳未満の世代に対しては勤労所得＋年金所得とい
う生活スタイルが促進された。すなわち，在職老齢年金との関係の調整を
図り，６０歳から６５歳の間にいる者に対して勤労のインセンティブを高め
る政策をとったのである。他方，政府は高齢化社会対策として，高齢者の
雇用拡大の促進を打ち出している(9)。
しかし，現実の所得税制では，年金収入と給与収入との所得控除額が異
なるため，税負担構造に一貫性が失われている。特に問題なのは，無年金
者および年金所得の低い者，つまり働かざるをえない者ほど所得税負担が
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重く，労働供給にディスインセンティブが与えられている点であろう。こ
うした歪みを是正するために，本稿では包括的所得税理論の原点に立ち返
り，年金収入と給与収入を合算し課税する方式を提案した。高齢者に対す
る税負担軽減措置も，この合算課税方式に基づいてなされるべきであろう。
そうすることによって，現在よりも税制上の歪みが大幅に改善されるから
である。
第二に，高齢者夫婦薑世帯を考えた場合，課税単位論の再考を必要とする
点である('0)。アメリカで採用されている，「夫婦」と「単身」という課税
単位の双方に対して，「二分二乗方式」で所得税額を計算した結果，世代
間税負担格差と同一所得階層内における水平的公平'性も保たれることにな
り，税負担格差がかなり解消されうるからである。もちろん問題はそう単
純ではない。実際，この方式で行われているアメリカでは，「夫婦」と
｢単身」で同じ所得であった場合には，「単身」者の方が，税負担が重くなっ
てしまうという欠陥を生み出していることに注意しなければならないから
である。
また，日本の高齢者の割合を見るとわかるとおり，女Ｉ性のほうが男性よ
りも長生きをする確率が高い。また単身者の場合，人口に占める割合は女
性のほうが高い。これらの傾向から見ると，「夫婦」単位で問題を考える
一方，「単身」者についても措置を考える必要がある。さしあたりは，老
年者控除の水準で調整することも考えられよう。
第三に，年金所得に対する課税最低限の判断基準である(Ⅱ)。これまで年
金所得に関しては，給与所得と比較して課税最低限の高さが問題として取
り上げられてきた。しかし，課税最低限のラインをどこに置くかは議論の
分かれるところである。本稿のように，合算課税方式をとったとしても，
こうした問題は残る。本稿では，１つの手段として，人的控除にあたる老
年者控除の適用年齢を現行65歳から６０歳に下げて，勤労所得との調整を
図るという方法をとった。現行制度からの移行コストが高くならないとい
う点も配慮されねばならないからである。
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ともあれ来たるべき高齢化社会を活力あるものとするためには，高齢者
の実態に即した所得税制の改革が早急に求められているのである。
（９）最近の事例では，経済企画庁編「平成８年度版国民生活白書』大蔵省印刷
局において，以下のような見解が示されている。
「今日の高齢者は，勤労のための能力が乏しく，生活も貧しく，社会的に
弱い立場であるイメージが強かったが，働く能力も向上し，勤労意欲も高く，
平均的に見れば現役世代よりも貯蓄や住宅などの多くの資産を抱えているこ
と，さらに今後働きたい高齢者が安心して働けるような就業機会の確保や高
齢者の資産を活用することにより，老後の安心も高めることができるのでは
ないだろうか。そのためには，既存の雇用体制であった年功賃金体制などを
見直すと同時に政府側の対応としては高齢者雇用促進のためには高齢者の勤
労意欲を阻害することのないよう社会保障と勤労収入のバランスの取れた施
策の実施が必要である｡」
(10）課税単位の先行研究として，金子宏（1977）「所得税における課税単位の
研究」「田中次郎先生古希記念公法の理論（中)』有斐閣，同「ポーリスビト
カーの課税単位論」において詳細な検討が行われている。また藤田晴
（1992）「課税単位」（前掲書所収）も検討を行っている。
(11）課税最低限に対して財政学上と法的側面の双方から議論しているものに，
日本租税理論学会（1994）「課税最低限」谷沢書房がある。
［追記］本稿は，坂本が全体の原稿を書き，金子が－部加筆修正を加
えたものである。
